
単位：円
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交付金充当額

21 企画課
フリーアドレスオ
フィス導入事業

①庁舎内のデスクをダウンサイジングして空間を広くとると共にデスクの入れ替え
によりフリーアドレス化に対応するほか、無線LAN環境を整え、執務可能なスペー
スを拡大することで、三密の回避による感染症感染防止対策及びICT化による働
き方改革に適応し、生産性の向上と行政デジタル化を推進する。
②什器等購入に係る経費
③99,484千円
　オフィスデスク268台×99,270円×1.1=29,264,796円
　コードホルダー268個×6,030円×1.1 =1,777,644円
　オフィスチェア532脚×65,250円×1.1=38,184,300円
　収納用ロッカー140台×196,470円×1.1=30,256,380円
④職員

R3.12 R4.6 105,473,852 94,600,000

【事業実績】
105,473,852円
（内訳）
オフィスデスク（コードホルダー含む）312台
28,831,440円
オフィスチェア570脚　32,280,600円
収納用ロッカー156台　27,137,572円
養生配送等　17,224,240円
【効果検証】
什器等の購入により、執務スペースを有効活用でき、
感染症感染防止対策及びICT化による働き方改革に
適応し、生産性の向上と行政デジタル化につながっ
た。

59 教育指導課
学校保健特別対策
事業費補助金

①学校における新型コロナウイルス感染症感染防止対策等を徹底しながら、学校
教育活動を円滑に継続するために必要な物品等を購入する。
②新型コロナウイルス感染症対策を図りながら、学校教育活動を支援するための
消耗品、備品等の購入。
③合計21,600千円
小中学校備品（保健室用つい立、加湿空気清浄機、配膳代等） 7,200千円
小中学校消耗品（非接触型体温計、飛沫防止透明パーティション、壁掛け扇風
機、消毒液等）　14,400千円
④市内小・中学校及び児童・生徒

R4.4 R5.2 21,617,174 10,800,000

【事業実績】
消耗品　9,253,331円
備品　　12,363,843円

学校における新型コロナウイルス感染症感染防止対
策等を徹底しながら、学校教育活動を円滑に継続する
ために、必要な物品等を購入し、学校教育活動を支援
した。

60 都市計画課
住宅リフォーム支
援事業②

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地域経済が低迷していることを
受けて、住宅リフォームへの支援を行い、市民の消費喚起、地域経済の活性化及
び住環境の向上を図る。
②助成費用
③リフォーム券660枚×5万円＝33,000千円
④綾瀬市商工会

R3.7 R4.12 33,000,000 33,000,000

【事業実績】
リフォーム券660枚×5万円=3,300万円

【効果検証】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地域経
済が低迷していることを受けて、住宅リフォームへの支
援を行ったことで、市民の消費喚起、地域経済の活性
化及び住環境の向上に繋がった。

62 教育総務課
小中学校ICT推進
事業②

①現行の校内LAN環境では、高速大容量通信（約10Gbps）に対応できておらず、
オンライン学習等に支障をきたす可能性があることから、高速大容量通信に対応
可能なLAN環境を整備することで新型コロナウイルス感染症感染拡大防止及び
GIGAスクール構想を推進する。
②高速大容量通信環境の整備に必要な経費
③合計57,578千円
・ハブ等ネットワーク機器備品購入 23,113千円（切上）
ハブ等ネットワーク機器 22,892,320円+送料220,000円=23,112,320円
・校内LAN改修工事　34,463千円（切上）
小学校校内LAN改修工事費  20,394,000円
中学校校内LAN改修工事費　14,069,000円
④小中学校児童・生徒及び教職員

R4.3 R4.11 30,935,300 29,050,000

【事業実績】
小学校校内ＬＡＮ改修工事　18,249,000円
中学校校内ＬＡＮ改修工事　12,686,300円

【効果検証】
無線アクセスポイントが設置されていない教室にＷｉ－ｆ
ｉ環境の増強を実施するため無線アクセスポイントを設
置するためのＬＡＮケーブル及びＬＡＮポートの敷設工
事等を行ったことで、情報通信ネットワーク環境がさら
に充実し、教育のＩＣＴ化を推進を図ることができた。

191,026,326 167,450,000
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